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１．はじめに 

 

現在自動車グリーン税制が導入されるなど、環境負荷

を抑制する動きが盛んになっている。これらの動きを自

動車税だけではなくの自動車の保有、取得、使用時にか

かる税金の変更により、社会経済活動がどう変化し、結

果として環境負荷がどうなるのかを検討しておくことは

政策の決定過程において不可欠である。これまで世帯の

乗用車の保有・使用行動による環境負荷を政策問題とし、

政策として自動車の保有、取得、使用時にかかる税金、

道路特定財源制度（道路整備緊急措置法(1953)）を取り

上げ、税率やその使途の変更が自動車の保有や使用に与

える影響、公共交通の収支、政府の税収、さらに環境負

荷量の削減効果などを論理的かつできるだけ正確に把握

するために CHUO-model １）-２）の枠組みを提案してきた。

今回は、政策の影響を受けるのは乗用車だけではなく貨

物車も受けると考えられることから、貨物車に焦点を当

て、保有・使用行動を考え、燃料消費量を推計するモデ

ルの作成を行った。 

 

２．既存研究との比較 

 

・一般均衡を用いた政策に対する影響を分析するモデル
３）において、主に家計に焦点が当てられているため、貨

物車についてはさらにモデルの精緻化を図っていく

必要があるので、その貨物車に着目している。 

・既存のCHUO-modelにおいて計量経済学を用いたモデ

ル１）は乗用車・貨物車共に存在しているが、人の行動に

着目した乗用車のモデル２）に対応している、貨物車のモ

デルが存在しないので、そのモデルを作成している。 

 

３．モデルの概要 

 

モデルの概要として、モデルの説明変数となる費用の構

造を図－１に、そしてモデルの全体構造を図－２に示す。 
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図―１ 費用の構造 

 

４．各モデルの詳細 

 

（１）保有継続モデル 

物流企業の貨物車の保有継続確率は伸びている。これ

は新車販売価格の増加に伴い、新車買換にかかる費用が

増加していることが要因だと考えられる。そこで t 期の

新車買換費用と t-1期に保有している車両の t期における

保有継続費用とを比較して、新車買換か保有継続かを選

択すると仮定し、車種別業態別に式(1)で推計した。また、

新車買換費用や保有継続費用をそれぞれ式(2) (3)で決定し

た。 ただし、１期を３年とし５期までを考え、５期を過

ぎると廃車すると仮定している。 

 

 

…(1) 

ares _Pr ：a期の保有継続確率 

a)新車買換費用 

                                               

                   …(2) 

  ： 減価償却費(1期目) 

      ： 修理費(1期目) 

   ： 車種別の新車費用 

   ： 消費税率 

： 自動車税額 

          ： 自動車重量税額 

          ： 自動車取得税率 
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b)保有継続費用 

…(3) 

    ： 減価償却費 

    ： 修理費 

         ： 自動車税額 

                  ： 自動車重量税額 

 

また、保有継続確率から決定する保有一般化費用は式(4)

とした。そして保有一般化費用から決定される車両一般

化費用と走行一般化費用は式(5)・(6)とした。 

c)保有一般化費用 

  

                     …(4) 

d)車両一般化費用 

                              …(5) 

             ： 保有一般化費用 

            ： 1台あたりの人件費   

e)走行一般化費用 

                            …(6) 

              ： 1km当たりの燃料費 

              ： 1km当たり保険費 

 

（２）物流企業の輸送量 

物流企業の輸送量は普通車による輸送が増え、逆に小

型車による輸送が減っている。これは経済的要因が影響

していると考えられる。その経済的要因を国民総生産と

し、車種別に式(6)で推計した。 

                            …(7) 

変数 

Y  ： 輸送量(トンキロ) 

 G ： 国民総生産 

a,b ： パラメータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）車種別業態別輸送量 

営業用車による輸送が年々増加している。これは輸送

にかかる費用が安い営業用車を選ぶ傾向が年々強くなっ

ているためと考えられる。そこで営業用車と自家用車に

かかる費用を比較して営業用車か自家用車かを選択する

と仮定し車種別に式(7)で推計した。また、説明変数とな

る車種別業態別のトンキロ当たり一般化費用は式(8)で決

定した。 

a)営業用車選択確率 

                          …(8) 

 

 変数 

  ：営業用車選択確率 

    ：営業用車一般化費用 

    ：自家用車一般化費用 

    ：パラメータ 

b)トンキロ当たり一般化費用 

 

    …(9) 

変数 

          ：トンキロ当たり一般化費用 

    γ  ： 物流の技術水準(キャリブレーションより)  

   α  ： 分配パラメータ(キャリブレーションより)  

Ｄ  ： 保有一般化費用(式(5)より)  

Ｂ  ： 走行一般化費用(式(6)より)   

 

（４）物流企業の保有台数・走行台キロ 

物流企業は費用最小化行動をするとし、決定した輸送

量に最適な保有台数と走行台キロを決定する。このとき

の技術的な制約条件を、輸送量を保有台数及び走行台キ

ロで示したコブ＝ダグラス型技術関数とした。これらの

関係を式(10)に示す。 
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図－２ モデルの構造 
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 BKDNC +=min  

    s.t. 
( )ααγ −= 1KNY                …(10) 

変数  

Ｃ ：総コスト        Ｄ ：保有一般化費用  

Ｎ ：保有台数           Ｂ ：走行一般化費用 

Ｋ ：走行台キロ         Ｙ ：輸送トンキロ 

γ ：物流の技術水準    α ：分配パラメータ 

 

式(10)より保有台数と走行台キロはそれぞれ式(11)・(12)

となる。 
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（５）平均速度モデル 

谷下ら２）を参考に、平均速度を式(13)で決定した。た

だし、高速道路や一般道路などの区別はせず、現在のデ

ータで推計し直している。 

)/(10 NNN RDV ⋅+= αα           …(13) 

変数 

    ：平均速度         ：交通量 

(
ND ：走行台キロ、

NR ：道路面積)   

（６）走行燃費モデル 

日本自動車工業会の細井５）により作成された推計式を

用いる。モデルは以下の式(14)(15)に示す。 

ガソリン車 

mNNm WVVF ⋅++−⋅= )89.76/2212()05.227792.0/{(2381                                       

…(14) 

軽油車 

mNNm WVVF ⋅+⋅−⋅+= )09.917425.101207.0(9.133/{2627 2                                         

…(15) 

変数 

   ： 燃料別走行燃費 

   ： 平均速度 

   ： 車種別業態別車両重量 

 

（７）道路整備量 

谷下ら２）を参考に、道路整備量を決定し次期の道路面

積を決定する。以下の式(16)(17)(18)にそれぞれ道路維持

原単位・道路建設原単位・道路整備量の推計式を示す。

また現在のデータで推計し直している。 

a) 道路維持原単位 

Ibar ⋅+=µ               …(16) 

μr：維持原単位、 I：所得、 ba, ：パラメータ 

b) 道路建設原単位 

  Idcr ⋅+=λ                …(17)  

λr：建設原単位、 dc, ：パラメータ 

c) 道路整備量 

rrr RM µ⋅=   rr MZC −=  

r

r
r

C
R

λ
=∆   …(18) 

Mr：道路維持費用、Rr：道路面積、Z：道路財源、 

Cr：建設費用、ΔRr：道路建設量 

 

５．推計結果 

 

（１）パラメータ推計 

各モデルのパラメータ推計結果を以下の表－１に示す。 

  

（２）推計結果 

図－３に燃料消費量の多い軽油を示し、保有台数・走

行台キロの推計結果をそれぞれ図－４・図－５に示す。

また図には合計と営業用車を載せている。そして当ては

まりの度合は、推計値を実測値で割った適合度で示す。 
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図－３ 推計結果＿軽油 

適合度 0.92～1.06(合計)・1.03～1.21(営業用車) 
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図－４ 推計結果＿保有台数 

適合度 0.90～1.01(合計)・0.87～1.00 (営業用車) 
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図－５ 推計結果＿走行台キロ 

適合度 0.98～1.02(合計)・0.96～1.03 (営業用車) 

 

６. おわりに 

 

本研究において、部分均衡を用いて燃料消費量を推計

するモデルの作成を行った。作成したモデルには以下の

問題点がある。物流企業の輸送量は国内総生産に比例す

ると仮定したが、それ以外にも価格の変化にも影響され

ると考えられること。貨物の輸送機関は貨物車だけでは

なく、鉄道・内航海運なども考えられ、輸送依頼者はど

の輸送機関に輸送を依頼するか選択すると考えられるこ

と。またパラメータの精度がよくない。などがある。こ

れらの問題点を考慮し、モデルの改良を行うと同時に、

自動車関連税制変更がどのように貨物車の保有・利用に

影響を与えるか、そして燃料消費量はどのように変化す

るかを分析する予定である。 
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表―１ パラメータ推計結果 

分類 説明変数 パラ メ ータ t値 決定係数( R
2
)

4. 1 保有継続モデル 営業普通 保有にかかる 費用差 1. 8E-06 17. 1 0. 98
定数項 5. 8E+00 13. 8

営業小型 保有にかかる 費用差 6. 6E-06 11. 1 0. 95
定数項 6. 8E+00 10. 5

自家普通 保有にかかる 費用差 1. 8E-06 17. 1 0. 98
定数項 5. 8E+00 13. 8

自家小型 保有にかかる 費用差 1. 8E-06 12. 0 0. 95
定数項 5. 8E+00 11. 4

4. 2　 物流企業の輸送量 普通 GDP 8. 6E-01 17. 5 0. 99
定数項 -2. 6E+00 -1. 5

小型 GDP 1. 6E+02 2. 3 0. 99
定数項 -3. 9E+00 5. 2

4. 3　 車種別自営選択 普通 車両運行費用差 2. 7E+03 7. 9 0. 95
定数項 4. 3E-01 1. 7

小型 車両運行費用差 1. 3E+02 3. 4 0. 81
定数項 3. 4E+00 7. 1

4. 5　 平均速度モデル 交通量 -8. 7E-08 -3. 4 0. 88
定数項 4. 1E+01 21. 8

4. 7　 道路整備モデル 道路維持原単位 所得 7. 7E-09 9. 3 0. 84
定数項 0

道路建設原単位 所得 -1. 1E+01 -7. 9 0. 80
定数項 3. 8E-06 3. 4


